
 

山形県公文書管理規程新旧対照表（令和５年４月１日改正） 

 

改 正 前 改 正 後 

○山形県公文書管理規程 ○山形県公文書管理規程 

令和２年３月27日山形県訓令第２号 令和２年３月27日山形県訓令第２号 

（定義） （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この規程において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(１)～(３) －略－ (１)～(３) －略－ 

(４) 文書主管課 次に掲げる組織の区分

に応じ、それぞれに定める課又は組織を

いう。 

(４) 文書主管課 次に掲げる組織の区分

に応じ、それぞれに定める課又は組織を

いう。 

イ 本庁 総務部学事文書課（以下「学

事文書課」という。） 

イ 本庁 総務部高等教育政策・学事文

書課（以下「高等教育政策・学事文書

課」という。） 

ロ～二 －略－ ロ～二 －略－ 

(５)～(17) －略－ (５)～(17) －略－ 

（副総括文書管理者） （副総括文書管理者） 

第４条 －略－ 第４条 －略－ 

２ 副総括文書管理者は、総務部学事文書課

長（以下「学事文書課長」という。）をも

って充てる。 

２ 副総括文書管理者は、総務部高等教育政

策・学事文書課長（以下「高等教育政策・

学事文書課長」という。）をもって充てる。 

第15条 －略－ 第15条 －略－ 

２ －略－ ２ －略－ 

３ 公文書は、次に掲げるものを除き、左横

書きとする。 

３ 公文書は、次に掲げるものを除き、左横

書きとする。 

(１)～(２) －略－ (１)～(２) －略－ 

(３) 学事文書課長が特に縦書きを適当と

認めたもの 

(３) 高等教育政策・学事文書課長が特に

縦書きを適当と認めたもの 

（文書の起案） （文書の起案） 

第23条 －略－ 第23条 －略－ 

２ －略－ ２ －略－ 

３ 定例に属する文書は、あらかじめ、学事

文書課長の承認したものに限り、例文伺用

紙（別記様式第５号）を用いて処理するこ

とができる。 

３ 定例に属する文書は、あらかじめ、高等

教育政策・学事文書課長の承認したものに

限り、例文伺用紙（別記様式第５号）を用

いて処理することができる。 

４ 学事文書課長は、例文伺登録簿（別記様

式第６号）を備え、前項による承認の都度

所要の事項を記録しておかなければならな

い。 

４ 高等教育政策・学事文書課長は、例文伺

登録簿（別記様式第６号）を備え、前項に

よる承認の都度所要の事項を記録しておか

なければならない。 

５ －略－ ５ －略－ 

（法令案の合議） （法令案の合議） 

資料２－１ 



第26条 起案文書で次に掲げる事項を内容と

するものは、学事文書課長に合議しなけれ

ばならない。 

第26条 起案文書で次に掲げる事項を内容と

するものは、高等教育政策・学事文書課長

に合議しなければならない。 

(１)～(５) －略－ (１)～(５) －略－ 

２ 学事文書課長は、必要と認めるときは、

主務課長に対して参考資料等の提示を求め

ることができる。 

２ 高等教育政策・学事文書課長は、必要と

認めるときは、主務課長に対して参考資料

等の提示を求めることができる。 

３ 学事文書課長は、条例、規則その他の規

程の制定及び改廃について必要があると認

めるときは、主務課長に対して適当な処置

を講じることを求めることができる。 

３ 高等教育政策・学事文書課長は、条例、

規則その他の規程の制定及び改廃について

必要があると認めるときは、主務課長に対

して適当な処置を講じることを求めること

ができる。 

（公文書番号の管理） （公文書番号の管理） 

第33条 －略－ 第33条 －略－ 

(１) 条例、規則、告示及び訓令に係るも

の 学事文書課 

(１) 条例、規則、告示及び訓令に係るも

の 高等教育政策・学事文書課 

(２) －略－ (２) －略－ 

（公文書の浄書） （公文書の浄書） 

第35条 －略－ 第35条 －略－ 

２ 前項の規定にかかわらず、本庁の印刷室

の印刷機による浄書は、学事文書課長が別

に定めるところにより学事文書課において

行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、本庁の印刷室

の印刷機による浄書は、高等教育政策・学

事文書課長が別に定めるところにより高等

教育政策・学事文書課において行うものと

する。 

（公印の押印） （公印の押印） 

第36条 －略－ 第36条 －略－ 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる施

行文書については、原則として公印の押印

を省略するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる施

行文書については、原則として公印の押印

を省略するものとする。 

(１)～(２) －略－ (１)～(２) －略－ 

(３) 前２号に掲げる公文書のほか、学事

文書課長が特に公印の押印を省略するこ

とを適当と認めた公文書 

(３) 前２号に掲げる公文書のほか、高等

教育政策・学事文書課長が特に公印の押

印を省略することを適当と認めた公文書 

３ －略－ ３ －略－ 

（電子署名の実施） （電子署名の実施） 

第37条 施行文書（電子公文書に限る。）に

は、学事文書課長の定めるところにより、

電子署名を行わなければならない。ただし、

前条第２項各号に掲げる施行文書について

は電子署名の実施を省略することができ

る。 

第37条 施行文書（電子公文書に限る。）に

は、高等教育政策・学事文書課長の定める

ところにより、電子署名を行わなければな

らない。ただし、前条第２項各号に掲げる

施行文書については電子署名の実施を省略

することができる。 

（文書の発送） （文書の発送） 

第38条 －略－ 第38条 －略－ 

２ －略－ ２ －略－ 



３ 電子文書を発送するときは、学事文書課

長が別に定める手続により行わなければな

らない。 

３ 電子文書を発送するときは、高等教育政

策・学事文書課長が別に定める手続により

行わなければならない。 

（保存期間が満了したときの措置） （保存期間が満了したときの措置） 

第51条 －略－ 第51条 －略 

２ －略－ ２ －略－ 

３ 文書管理者は、レコードスケジュールを

定めるに当たっては、必要に応じて、学事

文書課長に助言を求めることができる。 

３ 文書管理者は、レコードスケジュールを

定めるに当たっては、必要に応じて、高等

教育政策・学事文書課長に助言を求めるこ

とができる。 

４ －略－ ４ －略－ 

（移管及び廃棄） （移管及び廃棄） 

第52条 －略－ 第52条 －略－ 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、学事文

書課長に引き継がなければならない。 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、高等教

育政策・学事文書課長に引き継がなければ

ならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、学事文書課長に引き継がなけれ

ばならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、高等教育政策・学事文書課長に

引き継がなければならない。 

４～８ －略－ ４～８ －略－ 

別表第１ 

 

別表第２ 

別表第１ 

 

別表第２ 



 

 

 



  

  

２ 総合支庁（独立庁舎の組織を含む。） 

－略－ 

２ 総合支庁（独立庁舎の組織を含む。） 

 －略－ 

３ 出先機関 －略－ ３ 出先機関 －略－ 

  

別記 様式第11号 別記 様式第11号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

保 存 文 書 引 継 書  

年  月  日  

 
総務部学事文書課長
総合支庁総務企画部総務課長

  殿 

文書管理者            

 
公文書作成取得日 

の属する年度 

延長保存又は保存期間別冊数 
備 考 

 

 
計 延長 

保存 30年 10年 ５年 ３年 
 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 
計 

        

 

 

 

   
 

保 存 文 書 引 継 書  

年  月  日  

総務部高等教育政策・学事文書課長  

総合支庁総務企画部総務課長    

文書管理者          

 
公文書作成取得日 

の属する年度 

延長保存又は保存期間別冊数 
備 考 

 

 
計 

延長 
保存 

30年 10年 ５年 ３年 
 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 
計 

        

 

 

 

殿 



 

山形県教育委員会公文書管理規程新旧対照表（令和５年４月１日改正） 

 

改 正 前 改 正 後 

○山形県教育委員会公文書管理規程 ○山形県教育委員会公文書管理規程 

令和２年４月１日山形県教育委員会訓令第６号 令和２年４月１日山形県教育委員会訓令第６号 

  庁     中 

  教 育 機 関 

  局     中 

  教 育 機 関 

（定義） （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この規程において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(１) 本庁 山形県教育委員会事務局組織

規則（昭和40年４月県教育委員会規則第

５号。以下「組織規則」という。）第３条

に規定する本庁をいう。 

(１) 本局 山形県教育委員会事務局組

織規則（昭和40年４月県教育委員会規則

第５号。以下「組織規則」という。）第

３条に規定する本局をいう。 

(２)～(４) －略－ (２)～(４) －略－ 

(５) 文書主管課 次に掲げる組織の区分

に応じ、それぞれに定める課又は組織を

いう。 

(５) 文書主管課 次に掲げる組織の区

分に応じ、それぞれに定める課又は組織

をいう。 

イ 本庁 教育庁教育政策課（以下「教

育政策課」という。） 

イ 本局 教育局教育政策課（以下「教

育政策課」という。） 

ロ、ハ －略－ ロ、ハ －略－ 

(６)～(18) －略－ (６)～(18) －略－ 

（総括文書管理者） （総括文書管理者） 

第３条 －略－ 第３条 －略－ 

２ 総括文書管理者は、教育次長をもって充

てる。 

２ 総括文書管理者は、局長をもって充て

る。 

３ －略－ ３ －略－ 

（副総括文書管理者） （副総括文書管理者） 

第４条 －略－ 第４条 －略－ 

２ 副総括文書管理者は、教育庁教育政策課

長（以下「教育政策課長」という。）をもっ

て充てる。 

２ 副総括文書管理者は、教育局教育政策課

長（以下「教育政策課長」という。）をも

って充てる。 

（起案文書等の処理） （起案文書等の処理） 

第24条 －略－ 第24条 －略－ 

２ 前項の規定は、教育長若しくは教育次長

又はこれらに相当する職にある者の査閲を

受けた起案文書の処理について準用する。 

２ 前項の規定は、教育長、局長若しくは教

育次長又はこれらに相当する職にある者

の査閲を受けた起案文書の処理について

準用する。 

 （記号及び番号）  （記号及び番号） 

資料２－２ 



第32条 決裁文書に基づいて施行する公文書

（以下「施行文書」という。）には、次に掲

げる方法により記号及び番号を付けなけれ

ばならない。 

第32条 決裁文書に基づいて施行する公文

書（以下「施行文書」という。）には、次

に掲げる方法により記号及び番号を付け

なければならない。 

 (１) －略－  (１) －略－ 

 (２)  訓、内訓、庁達、達及び指令には、

その種類ごとに別表第２号による記号

（電子決裁システムを使用した公文書に

あっては、電子決裁システムにより付さ

れる記号）及び会計年度による一連番号

を付けること。 

 (２)  訓、内訓、局達、達及び指令には、

その種類ごとに別表第２による記号（電

子決裁システムを使用した公文書にあ

っては、電子決裁システムにより付され

る記号）及び会計年度による一連番号を

付けること。 

 (３) 前２号に規定する公文書以外の公文

書には、別表第２号による記号及び会計

年度による一連番号を付けること。 

 (３) 前２号に規定する公文書以外の公

文書には、別表第２による記号及び会計

年度による一連番号を付けること。 

２ －略－ ２ －略－ 

 （移管又は廃棄）  （移管又は廃棄） 

第49条 －略－ 第49条 －略－ 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じて総務部学事文書課長（以

下「学事文書課長」という。）に引き継がな

ければならない。 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じて総務部高等教育政策・学

事文書課長（以下「高等教育政策・学事文

書課長」という。）に引き継がなければな

らない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、学事文書課長に引き継がなけれ

ばならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当する

ものとして利用の制限を行うことが適切

であると認めるときは、利用制限を行うべ

き箇所及びその理由を具体的に記載した

意見書を添えて、高等教育政策・学事文書

課長に引き継がなければならない。 

４～７ －略－ ４～７ －略－ 

 （公文の種類）  （公文の種類） 

第57条 公文の種類は次のとおりとする。 第57条 公文の種類は次のとおりとする。 

 (１)～(３) －略－  (１)～(３) －略－ 

 (４) 訓令 庁中若しくは機関又は市町村

立学校に対する命令で、将来例規となる

もの 

 (４) 訓令 局中若しくは機関又は市町

村立学校に対する命令で、将来例規とな

るもの 

 (５) 訓 庁中又は機関に対し発する命令

で、一時的又は一事件に限るもの 

 (５) 訓 局中又は機関に対し発する命

令で、一時的又は一事件に限るもの 

 (６) 内訓 庁中又は機関に対し発する命

令で、親展事項に関するもの 

 (６) 内訓 局中又は機関に対し発する

命令で、親展事項に関するもの 

 (７) 庁達 庁中の一般又は一部に命令す

るもの 

 (７) 局達 局中の一般又は一部に命令

するもの 



 (８)～(12) －略－  (８)～(12) －略－ 

別表第２ 別表第２ 

文書記号 文書記号 

   

(４) －略－ (４) －略－ 

別表第３ 別表第３ 

文書分類記号表 文書分類記号表 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号 様式第４号 

 
 

様式第５号 様式第５号 

 

 

 

 



 

山形県人事委員会公文書管理規程新旧対照表（令和５年４月１日改正） 

改 正 前 改 正 後 

○山形県人事委員会公文書管理規程 ○山形県人事委員会公文書管理規程 

令和２年３月27日山形県人事委員会訓令第１号 令和２年３月27日山形県人事委員会訓令第１号 

（公文書の浄書） （公文書の浄－略－書） 

第32条 －略－ 第32条 －略－ 

２ 前項の規定にかかわらず、総務部の印刷

室の印刷機による浄書を行う場合は、総務

部学事文書課長が別に定めるところによる

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、総務部の印刷

室の印刷機による浄書を行う場合は、総務

部高等教育政策・学事文書課長が別に定め

るところによるものとする。 

（移管及び廃棄） （移管及び廃棄） 

第45条 －略－ 第45条 －略－ 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じ総務部学事文書課長に引き

継がなければならない。 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じ総務部高等教育政策・学事

文書課長に引き継がなければならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、総務部学事文書課長に引き継が

なければならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、総務部高等教育政策・学事文書

課長に引き継がなければならない。 

４～７ －略－ ４～７ －略－  

 

資料２－３ 



 

山形県監査委員事務局公文書管理規程新旧対照表（令和５年４月１日改正） 

 

改 正 前 改 正 後 

○山形県監査委員事務局公文書管理規程 ○山形県監査委員事務局公文書管理規程 

令和２年３月27日山形県監査委員訓令第２号 令和２年３月27日山形県監査委員訓令第２号 

第３章 文書の事務 第３章 文書の事務 

第３節 文書の収受 第３節 文書の収受 

（文書の配布） （文書の配布） 

第13条 書留の取扱いによる文書の送達を受

けたときは、文書取扱担当者が封皮に受付

日付印（別記様式第１号）を押印し、書留

文書送達簿（別記様式第２号）に所要の事

項を記入し、及び名あての者に配布する際

に受領印を書留文書送達簿に徴しなければ

ならない。 

第13条 書留の取扱いによる文書の送達を受

けたときは、文書取扱担当者が封皮に受付

日付印（別記様式第１号）を押印し、書留

文書送達簿（別記様式第２号）に所要の事

項を記入し、及び名あての者に配布する際

に署名を書留文書送達簿に徴しなければな

らない。 

－略－  －略－ 

第７章 公文書ファイル等の移管、廃棄又

は保存期間の延長（第34条―第36

条） 

第７章 公文書ファイル等の移管、廃棄又

は保存期間の延長（第34条―第36

条） 

－略－  －略－ 

（移管及び廃棄） （移管及び廃棄） 

第35条 －略－ 第35条 －略－ 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じ総務部学事文書課長に引き

継がなければならない。 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じ総務部高等教育政策・学事

文書課長に引き継がなければならない。 

－略－  －略－ 

様式第２号 様式第２号 

  

 

資料２－４ 



 

山形県労働委員会事務局公文書管理規程新旧対照表（令和５年４月１日改正） 

 

改 正 前 改 正 後 

○山形県労働委員会事務局公文書管理規程 ○山形県労働委員会事務局公文書管理規程 

令和２年３月27日山形県労働委員会訓令第１号 令和２年３月27日山形県労働委員会訓令第１号 

（移管及び廃棄） （移管及び廃棄） 

第32条 －略－ 第32条 －略－ 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じ、総務部学事文書課長に引

き継がなければならない。 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じ、総務部高等教育政策・学

事文書課長に引き継がなければならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、総務部学事文書課長に引き継が

なければならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、総務部高等教育政策・学事文書

課長に引き継がなければならない。 

４～７ －略－ ４～７ －略－ 

 

資料２－５ 



 

 

山形県企業局公文書管理規程 新旧対照表（令和５年４月１日改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 正 前 改 正 後 

○山形県企業局公文書管理規程 ○山形県企業局公文書管理規程 

令和２年３月27日山形県企業管理規程第２号 令和２年３月27日山形県企業管理規程第２号 

第47条 －略－ 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間満

了ファイル等を移管するときは、総括文書管

理者を通じて総務部学事文書課長に引き継

がなければならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、総括文書管理者を通じて学事文

書課長に引き継がなければならない。 

 

４～６ －略－ 

第47条 －略－ 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間満

了ファイル等を移管するときは、総括文書管

理者を通じて総務部高等教育政策・学事文書

課長に引き継がなければならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、総括文書管理者を通じて総務部

高等教育政策・学事文書課長に引き継がな

ければならない。 

４～６ －略－ 

資料２－６ 



 

山形県病院事業局公文書管理規程新旧対照表（令和５年４月１日改正） 

 

 

                      （令和５年４月11日改正） 

改 正 前 改 正 後 

  （法令案の合議） 

第 26条 起案文書で次に掲げる事項を内容

とするものは、県立病院課長に合議しな

ければならない。 

（１） 法令の解釈に関するもの 

（２） 告示及び公告に関するもの 

 

 

（３） 審査請求及び訴訟に関するもの

で重要なもの 

（４） 契約に関するもので重要なもの 

（５） その他重要、異例、新例に属す

るもの 

（法令案の合議） 

第 26 条 起案文書で次に掲げる事項を内容

とするものは、県立病院課長に合議しなけ

ればならない。 

（１） 法令の解釈に関するもの 

（２） 告示及び公告（山形県公報に登載

することが必要なものに限る。）に

関するもの 

（３） 審査請求及び訴訟に関するもので

重要なもの 

（４） 契約に関するもので重要なもの 

（５） その他重要、異例、新例に属する

もの 

２ －略－ ２ －略－ 

 

改 正 前 改 正 後  

（移管及び廃棄） 

第48条 －略－ 

（移管及び廃棄） 

第48条 －略－ 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じ総務部学事文書課長に引き

継がなければならない。 

２ 文書管理者は、前項の規定により、期間

満了ファイル等を移管するときは、総括文

書管理者を通じ総務部高等教育政策・学事

文書課長に引き継がなければならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、総括文書管理者を通じ総務部学

事文書課長に引き継がなければならない。 

３ 文書管理者は、前項の規定により引き継

ぐ期間満了ファイル等について、条例第15

条第１項第１号に掲げる場合に該当するも

のとして利用の制限を行うことが適切であ

ると認めるときは、利用制限を行うべき箇

所及びその理由を具体的に記載した意見書

を添えて、総括文書管理者を通じ総務部高

等教育政策・学事文書課長に引き継がなけ

ればならない。 

４～７ －略－ ４～７ －略－ 

資料２－７ 


